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項目 FEMA の特徴 我が国における類似制度の有無 

（我が国制度との類似性を○△×で評価） 

我が国への応用の可否 

組織 連邦政府におけるＦＥ

ＭＡの位置づけ 

ＦＥＭＡは国土安全保障省の下部機関であるが、ＦＥＭＡの組織改編の裁

量権については国土安全保障長官に付与せず法改正を要するなど、一

定の独立性を確保。 

△ 内閣府(防災担当)が該当。防災政策は政策統括

官の所掌事務の一部として規定されており、防災

政策を専門に所掌する省庁の設置は、法令上明

示されていない。 

自然災害対応への支援・調整を専門に

所掌する政府機関を明確に位置づける

ことは、我が国でも有効。 

ＦＥＭＡ長官の位置づ

け 

ＦＥＭＡ長官は、国土安全保障長官の指揮下にあるが、緊急時には閣議

の一員に位置づけられる。長官就任には危機管理に関する従事経験や

能力が法令上必要とされるため、自然災害への対応や危機管理に関する

連邦政府幹部として機能。 

△ 近年は、担当大臣として内閣府特命担当大臣（防

災担当）が置かれている。ただし、他分野との兼務

が多い。 

防災に専念する幹部の存在が、国レベ

ルの災害対応能力の向上に寄与。 

多様な雇用形態 

 

本部・地方局等あわせて約 14,800 人の職員が活動(2014.4 時点)。 

約 5,000 人の常勤職員に加え、災害発生時の大規模な人員投入に備える

ため、非常勤雇用に関する複数制度を準備し、非常時応答職員を確保。

さらに、他の政府機関等からの応援人材登録制度を準備。 

× 内閣府防災担当の職員数 92 名（法令に基づく定

数）。雇用形態を複数用意する制度は無い。（内閣

府防災担当の勤務経験者を登録する制度はあり、

他省庁への拡充を検討中。） 

在籍職員の民間人材や退職者の活用に

より専門人材を確保し、多様な災害への

即応性を高めるには柔軟な雇用形態が

不可欠。 

地方拠点 

（地方局） 

全米を 10 の地区に分け、地方局を設置。災害対応フェーズごとの部署を

設け、所管の州・自治体との関係を密にするとともに、ＩＭＡＴ(後述)を配置

するなど、即応性も確保。 

× 該当拠点無し。 地域との連携や即応性確保には、地域

に近い拠点設置と人材配置が極めて有

効。 

応急対応 支援の枠組み 

（ＮＲＦ、ＮＩＭＳ） 

国家対応枠組み（National Response Framework、ＮＲＦ）を策定し、連邦政

府や州・自治体、非政府機関等の役割を示すとともに、連邦政府が対応

すべき 15 の機能と各機能の主担当官庁、関連担当官庁を明示。ＮＩＭＳ

（National Incident Management System）により、省庁や主体を横断した災

害支援での組織編成や指揮命令等も定義付け。 

△ 防災基本計画や各省庁の防災業務計画、首都直

下地震、南海トラフ地震など特定の災害を想定した

応急対応計画が存在している。災害全般に応用可

能で各主体の役割、組織編成、機関間調整の仕

組みまで示した枠組みは存在しない。 

機能特化した計画も必要だが、様々な

災害に対応するには、国内のあらゆる関

係機関が一つの枠組みに基づいて活動

することで、国内各主体の能力を最大限

に活用できる。 

救助部隊の広域調整 

(ＵＳＡＲ) 

消防については、ＦＥＭＡ（米国消防局）が全米 28 カ所の主要消防機関

の体制を強化し、災害発生時にはＵＳＡＲ（Urban Search and Rescue）とし

て広域出動を要請。ＦＥＭＡの指揮下で人命救助を展開。 

○ 大規模災害発生時には、消防庁が緊急消防援助

隊を編成して被災地に派遣。 

--- 

先遣隊の常時編成 

（ＩＭＡＴ） 

計 画 ・ 物 流 ・ 財 務 等 の 専 門 人 材 で 構 成 さ れ た Ｉ Ｍ Ａ Ｔ （ Incident 

Management Assistance Team）を編成し、全地方局や本部等に配置（全

16 チーム）。災害発生時にはＩＭＡＴを即時に被災地へ派遣し、被災情報

の収集を行うとともに、被災した自治体や州政府へのアドバイス等を総合

的に実施。 

△ 災害発生時には、政府現地連絡調整室等の設置

や政府担当官の緊急派遣等が定められており、各

省庁もＴＥＣ－ＦＯＲＣＥなどの派遣を行っている。 

一方で、被災自治体の総合的支援を目的とした専

門人材チームは構成されていない。 

被災自治体の機能回復には、専門人材

を早期に投入し、応急対応や復旧の方

向性を総合的にアドバイスできる仕組み

が必要。 

現地合同事務所 

（ＪＦＯ） 

被災した州ごとに現地合同事務所（Joint Field Office、ＪＦＯ）を設置。連邦

や州の上級職員がチームとなって支援調整の指揮を執り、ＦＥＭＡスタッフ

が中心となって、連邦政府機関の支援調整にあたる。 

ＪＦＯ設置までは、被災地所管のＦＥＭＡ地方局が情報収集や支援調整を

担当。 

△ 国と地方自治体の支援調整の場は、明確に定義さ

れていないが、政府現地連絡調整室や現地対策

本部は設置されることとなっている。あわせて、熊

本地震対応では国・県合同の対策本部会議や国・

県幹部級の定例会合を開催。 

被災地の現状を把握しながら、被災自

治体と国が早期に支援調整を行える仕

組みを構築することは、今後の大規模災

害対応に必要。 

生活支援 支援プログラム 住宅や医療・生活費用など、被災地の個人支援に関しては、ＦＥＭＡが直

接提供。ただし、災害直後の避難所提供や食料供給などは、自治体や赤

十字社が担当。 

× 国が費用負担するももの、地方自治体が窓口とな

って対応。 

地方自治体を中心に支援を展開する我

が国とは、被災者支援に関する枠組み

が大きく異なっている。 

被災者対応 ＦＥＭＡが被災者支援プログラム向けの窓口を設置するとともに、個々の

被災者に合った支援を行うため、被災者対応の専門家をＦＥＭＡが確保し

て被災地へ派遣し、アドバイスや各種申請の補助を実施。 

× 国レベルで被災者支援策に関する専門家を確保

する制度は無く、現在は、自治体間の応援等により

被災者対応職員を確保して対応。 
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項目 FEMA の特徴 我が国における類似制度の有無 

（我が国制度との類似性を○△×で評価） 

我が国への応用の可否 

復旧・復興 国レベルの枠組み 復旧・復興を進めるための国レベルの枠組みである国家災害復旧枠組み

（National Disaster Recovery Framework、ＮＤＲＦ）を策定し、復旧・復興の

基本方針や連邦政府や州・自治体、民間組織など各関係機関の役割等

を規定。連邦政府が特に支援すべき機能については、６つの復旧支援機

能（Recovery Support Function、ＲＳＦ）を提示し、調整担当官庁や主担当

官庁を定めるとともに、調整の仕組みなどもあらかじめ規定。 

△ 防災基本計画に復旧・復興の方針を規定している

ものの、復旧・復興に関して国全体の枠組みや各

主体の役割について具体的に規定した計画は無

い。 

わかりやすい形で方向性と戦略、各主体

の役割を共有する取組は、復旧・復興の

方向性を国レベルで一つにまとめるため

に有効。 

復興事務所の設置 大規模な被災地については、地方局の下部組織として復旧事務所

（Recovery Office）を設置し、中長期にわたる復旧・復興を支援。 

○ 東日本大震災からの復興にあたっては、復興庁が

東北３県に復興局を設置。 

--- 

減災 自治体の減災支援 州・自治体の減災対策を後押しする制度として、ＦＥＭＡが防災体制強化

のための補助制度を有するとともに、ＦＥＭＡの専門家を自治体に派遣し

て防災・減災計画の策定支援や技術的アドバイスを実施。 

△ 財政的支援については、国土交通省などが補助

金・交付金を有している一方、自治体の減災計画

策定等を人的に支援する仕組みは無い。 

自治体の防災力底上げのため、高いス

キルを持った専門家が直接防災・減災

計画の策定支援を行う図る仕組みは有

効。 

人材育成 人材育成機関 ＦＥＭＡ傘下の教育研修機関として、 

・ＥＭＩ（Emergency Management Institute） 

・ＣＤＰ（Center for Domestic Preparedness） 

・ＮＦＡ（National Fire Academy） 

が存在し、機能分担しつつ国家レベルの資質向上に寄与。 

○ 国立機関は無いが、防災・危機管理の人材育成機

関として、人と防災未来センターなどが該当。 

その他、消防大学校、国土交通大学校、市町村ア

カデミーなどが、防災・減災に関するカリキュラムを

提供。 

現行機関の教育訓練だけでなく、スタッ

フの能力向上を国レベルで向上させる

仕組みが必要。 

大学等の活用 高度教育を受けた危機管理人材の拡充のため、ＥＭＩが自ら開発した教育

プログラムを全米の大学に提供し、大学はこれを活用して、学生に対する

教育を実施。多くの学生が危機管理職務に就職。 

× 危機管理人材の育成カリキュラムを提供する大学

は我が国でも増えているが、国としての支援の仕組

みは構築されていない。 

人的・経済的な制約のある中で、危機管

理人材の育成のニーズを満たすには、

大学等の教育機関の力の活用が有効。 

情報技術 警戒情報の周知 様々な災害警戒情報を一元的に提供するため、次世代公衆警報システム 

Integrated Public Alert and Warning System （ＩＰＡＷＳ）を開発。 

○ Ｌアラートにより国・自治体による警戒情報を一元

的に発信。携帯電話へのエリアメールの発信、テレ

ビ・ラジオでの警報の周知など、メディアや通信会

社の協力により、多様な手段で提供可能。 

--- 

市民・コミュニティ向け

ポータルサイトの提供 

Ready.gov(減災・防災ポータルサイト)、DisasterAssistance.gov(被災者支

援ポータルサイト)など、省庁横断のポータルサイトを提供し、一般市民の

防災情報へのアクセスを容易にしている。被災者登録などの手続きもポー

タルサイトから行うことが可能。 

△ 熊本地震では官邸が一元的に情報提供するサイト

を立ち上げたが、米国のような省庁横断のポータ

ルサイトは設置していない。 

ＩＣＴ活用により被災者支援策や防災・減

災政策へのアクセスを容易にすること

で、国全体の災害対応力の向上に寄

与。 

財源 災害救援基金 

（ＤＲＦ） 

年度に縛られない財源として、災害救援基金（Disaster Relief Fund、ＤＲ

Ｆ）が設けられており、ＦＥＭＡの被災者・被災地支援に利用。 

不足は連邦予算から充当（毎年度の当初要求とともに大規模災害発生時

には補正予算により積み増し）。 

○ 国が主体となった積立制度は無いが、災害救助法

や被災者生活再建支援法に基づき都道府県が基

金拠出する制度がある。国の被災者・被災地支援

は、内閣予備費や各省庁予算により対応し、不足

がある場合は補正予算により対応。 

地方自治体を中心に被災地支援を展開

する我が国とは、被災者・被災地支援へ

の費用拠出に関する枠組みが大きく異

なっている。 

全米洪水保険制度 

（ＮＦＩＰ） 

コミュニティが減災対策を講じることを条件に、住宅所有者等が加入できる

全米洪水保険（National Flood Insurance Program、ＮＦＩＰ）が存在。浸水

想定地域の物件購入者への加入義務や、減災対策の取組状況に応じた

保険料率変動制度などを設けているため、住宅再建支援の有力な手段だ

けでなく、各自治体の減災対策を促進させる方策としても機能。 

ただ、ハリケーン・カトリーナでの保険料支払いが多額にわたり、ＮＦＩＰ会

計は連邦政府から不足を借り入れている。 

× 兵庫県が「住宅再建共済制度」（フェニックス共済）

を設けているが、全国をカバーした住宅再建向け

の公的保険・共済制度は無し。 

 

カトリーナ対応のように保険規模を大幅

に越える災害への対応に課題はあるも

のの、全国的な保険・共済制度の整備

は、被災者の住宅再建を金銭面から支

える強力な手立てとなる。 
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